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１． 舞鶴都市計画区域マスタープラン（平成 16 年 5 月） 

 

（１） 基本理念 

 

本市の都市づくりの基本理念の一つとして、「公共交通機関を活かして、都市の中心

性を高め、機能的な都市活動ができるコンパクトな都市づくり」を記載しています。 

 

（２） 区域の将来像 

 

中心市街地の居住者の高齢化や人口減少、空家・空き店舗の増加が進行しており、

都市の活性化が望まれます。また、豊かな歴史・文化資源や自然景観などの地域特

性を生かしたまちづくりが望まれます。 

① 舞鶴港を核とし、広域交通網を活かした産業・交流拠点の形成 

② 魅力的で個性的な東西の中心市街地の活性化と連携 

③ 歴史・文化・自然と共生する豊かな生活環境を備えた都市の実現 

 

（３） 方針：立地適正化計画と関連する項目（機能集積・公共交通ネットワーク等） 

 

土地利用をはじめとする各方針のうち、立地適正化計画特に関連の深い項目につ

いては以下のとおりとなっています。 

■土地利用の方針 

中心商業業務地は、土地の高度利用を図り、適切な公共施設の配置、オープンス

ペースの確保を積極的に推進します。ＪＲ東舞鶴駅周辺地区は、土地区画整理事業

の推進や民間活力の導入を検討するなど、中心市街地としての整備を引き続き実施

します。ＪＲ西舞鶴駅周辺地区は、遊休地の有効活用を含めた周辺地域の一体的な

整備を推進します。また、商業・業務機能が集積する駅周辺地区は、居住や交流機

能などの用途を複合化します。 

■都市施設の方針 

交通結節点である駅前広場を西舞鶴駅において整備します。北近畿タンゴ鉄道の

施設の近代化を促進するとともに、ＪＲ舞鶴線との連携強化等により、公共交通機

関の利用を促進します。また、本格的な高齢社会を迎える中で、保健・医療・福祉

施設の適正な配置により、誰もが暮らしやすいまちづくりを推進します。 

■市街地開発事業の方針 

ＪＲ東舞鶴駅周辺地区において、土地区画整理事業を引き続いて推進し、交通結

節点としての公共施設の整備を促進するとともに、地区の高度利用により、本市の

玄関口にふさわしい都市機能を集積化します。 
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ＪＲ西舞鶴駅周辺において、駅前広場や道路等の整備と地区計画の活用により、

交通結節点としての機能向上及び良好な住環境の整備を行い、都市的土地利用へ転

換します。 

 

２． 舞鶴市総合計画（平成 23 年 8 月） 

 

（１） 基本構想：まちづくりの方針 

 

将来都市像として「東アジアに躍動する国際港湾・交流都市“舞鶴”」を掲げてい

ます。また、まちづくりの基本目標として、「子どもからお年寄りまで安心して暮ら

せるまち・舞鶴」を掲げています。 

まちづくりのうち、土地利用については計画的な土地利用を推進していきますが、

特に市街地については、東・西それぞれのまちの個性を活かした市街地づくりや公

有地等の未利用地の効果的な活用を図ります。さらに、中心市街地への都市機能の

集積、賑わいのある商店街の形成、企業立地用地の確保に向けた規制緩和等を推進

します。 

 

（２） 実行計画：立地適正化計画と関連する事項（機能集積・公共交通ネットワー

ク等） 

実行計画のうち、立地適正化計画と特に関連の深い項目については以下のとおり

となっています。 

 

【定住環境向上への取組】 

① 計画的な土地利用の推進 

・ 都市計画制度の適切な運用により、土地の有効活用を促進します。 

・ また、公共施設や商業・サービス施設など都市機能が中心市街地に集約された利

便性の高い効率的なまちづくりを推進します。東舞鶴・西舞鶴駅周辺の未利用地

を活用し、賑わいの創出、定住の促進による中心市街地の活性化を図ります。 

・ 適切な宅地開発の指導により、暮らしやすい生活の場を創出します。 

② 円滑な交通と地域づくりを支える道路の整備 

・ 広域交通を支える高規格道路や市街地の骨格を形成する道路等の整備を図り

ます。 

③ 公共交通の確保と利用促進 

・ 鉄道、路線バス及び自主運行バスの運行の支援、公共交通の利便性向上と交通

アクセスの充実により、地域公共交通の維持や利便性向上による利用増進に取

り組みます。市民や交通事業者が参加する公共交通利用促進会議の開催や、よ

り利便性の高い持続可能で総合的な地域公共交通サービスのあり方の検討に

も取り組みます。  
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３． 舞鶴市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 27 年 5 月） 

 

（１） 政策目標 

 

『交流人口 300 万人・経済人口 10 万人』都市・舞鶴 

 

（２） 政策４分野 

 

Ⅰ．しごとをつくり、安心して働けるようにする 

（１）日本海側拠点港「京都舞鶴港」を活かした産業の振興 

（２）「赤れんが」「海・港」を核とした観光産業の振興によるビジネス創出と観光消費

の拡大 

（３）歴史・文化都市創造への取組 

（４）ものづくりをはじめとする商工業の振興による経済規模の拡大 

（５）ブランド力の高い農林水産業の振興による経済規模の拡大 

Ⅱ．新しい人の流れをつくる 

（１）高齢者と若者のクロスシフトによる移住・定住の促進 

（２）高校・高等教育期の人材育成を支える環境づくり 

（３）求人・求職ニーズに応じた雇用の確保・安定と働きやすい環境づくり 

Ⅲ．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

（１）安心して子供を産み育てることができる環境の充実 

（２）夢に向かい、力強く社会を生き抜く力を育む質の高い教育環境づくり 

Ⅳ．時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る 

（１）定住環境向上への取組 

（２）都会並みの質の高い地域医療の確保とスマートウェルネスシティの形成 

（３）自助・共助・公助の連携による地域コミュニティづくり 

（４）危機対応力の強化と強い都市基盤づくり 

（５）環境都市創造への取組 

（６）広域都市連携による特色あるまちづくり 

 

（３） 舞鶴版コンパクトシティの形成 

 

政策分野Ⅳ「Ⅳ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る」内、「１ 定住環

境向上への取組」に「舞鶴版コンパクトシティの形成」について記載しています。 

・ 駅を中心とするまちづくりの推進や、旧市民病院跡地などを活用した魅力あるまち

づくりを進め、居住・公共施設・医療・商業施設などの都市機能を中心市街地に適

正に配置することにより、住んでよし、働いてよし、訪れてよしの利便性の高い効

率的な暮らしやすいまちを目指します。  
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４． 舞鶴市都市計画マスタープラン（平成 24 年 3 月）※平成 30 年度改訂予定 

 

（１） 目指すべき都市像 

 

舞鶴市都市計画マスタープランでは、「新たな舞鶴市総合計画」に掲げる都市像「東

アジアに躍動する国際港湾・交流都市 舞鶴」の実現を目指します。 

 

 

 

（２） 将来都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来都市構造図 
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（３） まちづくりの全体方針 

 

① まちづくりの基本的方針 

舞鶴市総合計画の目標である“子どもからお年寄りまで安心して暮らせるまち・

舞鶴”の実現を目指すため、以下の考え方によるまちづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

② 土地利用の方針 

市街化区域をまちなか賑わいゾーン、ゆとり居住環境ゾーン、臨海産業交流ゾー

ン、内陸産業振興ゾーンに区分し、それぞれの地区の条件や特性を踏まえ、土地の

有効活用を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 土地利用の方針図 
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５． 舞鶴市都市計画見直し基本方針（平成 27 年 7 月） 

 

■これからの都市計画のあり方 

都市機能集約型の都市構造への転換を前提とした、より暮らしやすい将来像の実現の

ため、従来のような現状追認の視点だけでなく、積極的かつ効果的に持続可能な都市構

造への変化を誘発する、戦略的な都市計画制度の運用を図ります。 

市街地の規模は人口規模やインフラ運営コストに見合った規模に再編していくとと

もに、舞鶴市都市計画マスタープランに掲げる東西の都市拠点には、必要な都市機能の

集約化を図ります。また、居住環境に関しては、地域の実情に即して都市計画制度を見

直すだけでなく、本市が目指す集約型都市構造に対応した土地利用を実現していくため、

以下のような住まい方を誘導する見直しを進めていきます。 

 

 

  

図 都市計画見直しのイメージ 

まちなか賑わいゾーンの 

イメージ図 
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６． 用途地域の見直し 

 

■用途地域の見直しの基本的な考え方 

「舞鶴市都市計画見直し基本方針」に基づき、これからの社会情勢に対応した都市機

能集約型の都市構造（コンパクトシティ）への転換を図るため、用途地域の見直しを進

めてきました。現状追認の視点でなく、積極的かつ効果的に持続可能な都市構造への変

化を誘発する都市計画制度の運用を図ります。 

なお、見直しに基づく用途地域の変更は平成 29年 1月に行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市拠点と都市型居住を図る 

用途地域とします。 

見直しの４つの視点 
今回の見直しは、舞鶴市都市計画見直

し基本方針に基づいて、次のように用

途地域を見直していきます。 

郊外住宅地は良好な住環境を

形成できる用途地域とします。 

①ライフスタイルを誘導する見直し 

東舞鶴駅 

西舞鶴駅 

JR 舞鶴線 

東 舞 鶴

I.C. 

西 舞 鶴

I.C. 

国道２７号 

②中心市街地の再構築を誘導する見直

し 

 

現在の土地利用にあっ

た、用途地域とします。 

京都丹後鉄道 

宮舞線 目指すべき将来像に応じた用

途地域とします。 

④土地利用条件の変化に伴う見直

し 

用途地域(概略)※ 

専用住居地域 

住居系地域 

商業系地域 

工業系地域 

国

道

２

７

号 

③土地利用の動向に伴う見直

し 

国道２７号 

 
①ライフスタイルを誘導する見直し 
 中心市街地では高密度、郊外部では低密度

とし、交通の利便性、世代年齢、世帯構成や

行動特性などに合った住まい方を誘導する。 

 

②中心市街地の再構築を誘導する見直し 
 薄く広がった商業地を再編し、都市機能の

立地、更新を誘導する。その周辺には、居住

者を維持する。 

③土地利用の動向に伴う見直し 
 現用途地域の目標とする以外の建築物が立

地する動向にある場合には、新たな用途に対

応する。 

④土地利用条件の変化に伴う見直し 
 道路整備や土地区画整理事業、都市計画道

路の廃止等の政策により土地利用条件に変化

がある場合は、新たな用途に対応する。 

 

図 用途地域見直し 4つの視点 
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１． 舞鶴市の現状 

 

（１） 人口、人口密度の推移 

 

１） 総人口の動向 

本市の人口及び高齢化率の推移と推計を以下の図に示します。 

国勢調査によると、本市の総人口は昭和 60（1985）年以降減少に転じ、平成 27（2015）

年時点で約 8.4万人となっています。 

将来予測では、平成 42（2030）年の総人口は約 7.4 万人まで減少するとされており、

高齢化率も 31.6％まで上昇することが見込まれ、今後も人口減少・高齢化が進行してい

くと予測されています。 
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図 人口・高齢化率の推移と推計 

注）太字の数値：実績値 

下線のある数値：推計値 

資料：国勢調査（S55～H27）、国立社会保障・人口問題研究所（H32～H42） 

   ※H32～H42推計値は H22国勢調査の数値を元に推計 

資料編-２ 舞鶴市の現状分析 
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２） 人口密度の推移 

本市における平成 22（2010）年の人口密度（国勢調査）及び平成 52（2040）年の将来

人口密度（予測）の推移を以下の図に示します。 

平成 22（2010）年時点では、西舞鶴駅と東舞鶴駅を中心とする市街化区域内に人口が

集中していますが、中心市街地よりも市街化区域の縁辺部の人口密度が高くなっています。 

また、西舞鶴・東舞鶴両地区の旧来の中心市街地とは反対側に大型商業施設が立地した

こと等により、その後背地でも人口が増加しているものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口密度（平成 22年） 
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平成 52（2040）年時点では、一部の地域を除き市街化区域内全体で人口密度が低下する

と予測されており、特に西舞鶴・東舞鶴両地区の旧来の中心市街地ではさらに人口密度が

低下することが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口密度（平成 52年） 
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３） 高齢化の状況 

平成 22（2010）年及び平成 52（2040）年（予測）の高齢化の状況を以下の図に示します。 

中心市街地の高齢化率が高く、今後この傾向はさらに進展します。市街化区域周縁部や

市街化区域内においても、高齢化率は一層高まると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 高齢化率（平成 22年） 
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図 高齢化率（平成 52年） 
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（２） 土地利用の状況 

 

１） 土地利用の状況 

土地利用の状況を以下の図に示します。 

市街化区域内は、おおむね建物用地として利用されています。市街化区域外は大部分が

森林となっています。 

  

図 土地利用現況図 



資料編-14 

 

２） DID の状況 

人口集中地区（DID）の拡大の状況を以下の図に示します。 

1980年代から 1990 年代にかけて人口集中地区が大きく拡大しています。 

西舞鶴地区では、一部の地区で、2000 年代にも人口集中地区の拡大がみられます。 

 

 

 

 

 

  

図 人口集中地区（DID）の拡大状況 

余部下地区 

1980～90年代に拡大 

朝来地区 

1980年代に拡大 

志楽地区 

1980年代に拡大 

祖母谷地区 

1980年代に拡大 

2000年代にも一部拡大 

与保呂地区 

1990年代に拡大 

余内地区 

1990～2000年代にかけて徐々に拡大 

中筋地区 

1990～2000年代にかけて徐々に拡大 

四所地区 

1970～80年代にかけて拡大 
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（３） 小売業動向 

 

１） 事業所数 

小売業の事業所数の推移を以下の図に示します。調査方法（出典）の差異の影響はある

ものの、近年は減少傾向にあり、市内の小売業の活力が低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：H9～H19は商業統計、H21以降は経済センサス 

図 小売業の事業所数の推移 

２） 従業者数 

小売業の従業者数の推移を以下の図に示します。 

調査方法（出典）の差異の影響はあるものの、近年減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：H9～H19は商業統計、H21以降は経済センサス 

図 小売業の従業者数の推移  
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３） 年間販売額 

小売業の年間販売額の推移を以下の図に示します。 

調査方法（出典）の差異の影響はあるものの、近年減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※H24の数値については、管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品

販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。 

出典：H9～H19は商業統計、H21以降は経済センサス 

（H21、H26は経済センサス基礎調査であり、販売額の調査は行っていない） 

図 小売業の年間販売額の推移 

４） 売場面積 

小売業の売り場面積の推移を以下の図に示します。 

調査方法（出典）の差異の影響はあるものの、近年減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※H24の数値については、管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品

販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。 

出典：H9～H19は商業統計、H21以降は経済センサス 

（H21、H26は経済センサス基礎調査であり、販売額の調査は行っていない） 

図 小売業の売場面積の推移 
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５） 売場効率 

小売業の売場効率の推移を以下の図に示します。 

調査方法（出典）の差異の影響はあるものの、近年は横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※H24の数値については、管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品

販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。 

出典：H9～H19は商業統計、H21以降は経済センサス 

（H21、H26は経済センサス基礎調査であり、販売額の調査は行っていない） 

図 小売業の売場効率の推移 
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６） 商店街の状況 

中心市街地では、人口減少とともに商店数も減少し、東西両地区の空き店舗率は 30％

を超えています。空き店舗増加に伴う商店街の機能・魅力の低下が、客足を遠のかせてい

るものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：舞鶴市シティマネジメント検討会議最終報告 

図 西地区・東地区の商店街の状況 
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（４） 開発許可動向 

 

１） 宅地開発 

① 開発許可件数 

開発許可件数の推移を以下の図に示します。 

市街化区域における開発許可件数は平成 12～14年頃がピークであり、平成 20

年以降は 10 件前後です。市街化調整区域における開発許可件数は、毎年 2、3 件

程度で、近年の市内における開発圧力は高くないと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：開発許可台帳 

図 市街化区域における開発許可件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：開発許可台帳 

図 市街化調整区域における開発許可件数の推移  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

S
6

0

S
6

1

S6
2

S6
3

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1

0

H
1

1

H
1

2

H
1

3

H
1

4

H
1

5

H
1

6

H
1

7

H
1

8

H
1

9

H
2

0

H
2

1

H
2

2

H
2

3

H
2

4

H
2

5

（年）住 宅 商 業 工 業 農林漁業 その他

（件）

0

1

2

3

S
6

0

S
6

1

S6
2

S6
3

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1

0

H
1

1

H
1

2

H
1

3

H
1

4

H
1

5

H
1

6

H
1

7

H
1

8

H
1

9

H
2

0

H
2

1

H
2

2

H
2

3

H
2

4

H
2

5

住 宅 商 業 工 業 農林漁業 その他

（件）（件）（件）

（年）



資料編-20 

 

表 市街化区域及び市街化調整区域における開発許可件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：開発許可台帳 

  

単位：件

S60 7 2 1 10 0
S61 5 1 6 0
S62 3 1 4 0
S63 2 1 3 0
H1 5 1 6 1 1
H2 6 4 10 1 1 2
H3 5 1 1 7 0
H4 8 2 1 11 0
H5 4 1 5 0
H6 3 1 4 1 1 2
H7 7 2 9 1 1
H8 4 2 6 2 2
H9 10 2 1 13 0
H10 7 3 10 0
H11 3 2 5 2 2
H12 30 3 1 34 0
H13 27 1 1 29 1 1
H14 32 2 34 0
H15 18 1 19 0
H16 17 2 2 1 22 0
H17 23 1 1 25 2 2
H18 14 1 1 16 2 2
H19 23 23 0
H20 2 2 1 1
H21 6 6 1 1
H22 3 1 4 0
H23 9 1 1 11 2 2
H24 3 1 1 2 2
H25 7 1 8 2 1 3

商　　業 工　　業 農林漁業 その他 合　　計
年次

市  街  化  区  域 市  街  化  調  整  区  域

住　　宅 商　　業 工　　業 農林漁業 その他 合　　計 住　　宅



舞鶴市立地適正化計画【資料編】 

 

資料編-21 

 

② 開発許可面積 

開発許可面積の推移を以下の図に示します。 

市街化区域においては、平成 5年、市街化調整区域においては平成 8年をピー

クに減少に転じており、開発許可件数と合わせて見ても、宅地開発圧力は平成 12

年頃以降低いものと予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：開発許可台帳 

図 市街化区域における宅地開発面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：開発許可台帳 

図 市街化調整区域における宅地開発面積の推移  
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表 市街化区域及び市街化調整区域における開発許可面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：開発許可台帳 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：㎡

S60 15,334 3,050 98,166 116,550 0
S61 23,949 1,661 25,610 0
S62 15,491 2,342 17,833 0
S63 8,474 2,070 10,544 0
H1 23,386 2,597 25,983 6,170 6,170
H2 35,134 12,610 47,744 2,829 3,701 6,530
H3 20,781 1,342 1,522 23,645 0
H4 33,159 7,016 32,887 73,062 0
H5 146,702 1,781 148,483 0
H6 13,086 1,594 14,680 9,658 1,878 11,536
H7 25,341 12,785 38,126 2,672 2,672
H8 15,609 12,861 28,470 14,168 14,168
H9 33,931 11,430 2,102 47,463 0
H10 34,440 10,895 45,335 0
H11 15,207 5,108 20,315 4,796 4,796
H12 19,289 2,207 926 22,422 0
H13 16,258 924 518 17,699 661 661
H14 20,972 749 21,721 0
H15 12,344 883 13,227 0
H16 11,129 1,404 1,300 515 14,347 0
H17 15,235 675 884 16,794 1,705 1,705
H18 7,706 905 558 9,168 674 674
H19 16,481 16,481 0
H20 2,853 2,853 616 616
H21 22,845 22,845 291 291
H22 3,685 2,174 5,859 0
H23 11,656 3,390 2,697 17,743 358 358
H24 9,648 3,807 26,955 491 491
H25 16,549 17,978 34,527 845 1,279 2,124

商　　業 工　　業 農林漁業 その他 合　　計
年次

市  街  化  区  域 市  街  化  調  整  区  域

住　　宅 商　　業 工　　業 農林漁業 その他 合　　計 住　　宅
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２） 農地転用 

① 転用件数 

農地転用件数の推移を以下の図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林課資料 

図 市街化区域における農地転用件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林課資料 

図 市街化調整区域における農地転用件数の推移 
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表 市街化区域及び市街化調整区域における農地転用件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林課資料 

 

 

  

住 宅 用 地 そ  の  他 合   　 計

平成20年 55 17 72

平成21年 32 21 53

平成22年 38 30 68

平成23年 17 19 36

平成24年 21 11 32

合  計 163 98 261

平成20年 6 7 13

平成21年 3 12 15

平成22年 10 18 28

平成23年 6 6 12

平成24年 2 5 7

合  計 27 48 75

平成20年 61 24 85

平成21年 35 33 68

平成22年 48 48 96

平成23年 23 25 48

平成24年 23 16 39

合  計 190 146 336

市街化区域

市街化調整区域

合　　　計

転 用 用 途
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② 転用面積 

農地転用面積の推移を以下の図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林課資料 

図 市街化区域における農地転用面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林課資料 

図 市街化調整区域における農地転用面積の推移 
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表 市街化区域及び市街化調整区域における農地転用面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林課資料 

 

  

前年末の農地面積 転用率 備考

住宅 その他 合計  (㎡) (%)

H20 31,332 9,580 40,912 2284955.00 1.8

H21 14,394 15,700 30,094 2244043.00 1.3

H22 20,139 14,124 34,263 2213949.00 1.5

H23 10,999 7,392 18,391 2179686.00 0.8

H24 8,589 4,706 13,295 2161295.00 0.6 Ｈ19年末農地

合  計 85,453 51,502 136,955 －－－－－－－－ 6.0 2,148,000

H20 1,454 11,279 12,733 16273749.00 0.1

H21 622 17,343 17,965 16261016.00 0.1

H22 2,995 8,617 11,612 16243051.00 0.1

H23 2,472 2,602 5,074 16231439.00 0

H24 875 2,690 3,565 16226365.00 0 Ｈ19年末農地

合  計 8,418 42,531 50,949 －－－－－－－－ 0.3 16,222,800

H20 32,786 20,859 53,645 18558704.00 0.3

H21 15,016 33,043 48,059 18505059.00 0.3

H22 23,134 22,741 45,875 18457000.00 0.2

H23 13,471 9,994 23,465 18411125.00 0.1

H24 9,464 7,396 16,860 18387660.00 0.1 Ｈ19年末農地

合  計 93871.00 94033.00 187904.00 －－－－－－－－ 1.0 18,370,800

市街化区域

市街化
調整区域

合　　　計

転 用 用 途
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表 市街化区域及び市街化調整区域における１件当たりの転用面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林課資料 

  

住 宅 用 地 そ  の  他 合   　 計

平成20年 569.7 1,843.1 435.2

平成21年 979.1 1,492.0 591.2

平成22年 824.5 1,044.4 460.8

平成23年 1,843.1 1,649.1 870.3

平成24年 1,492.0 2,848.4 979.1

合  計 192.2 319.7 120.0

平成20年 5,222.0 4,476.0 2,410.2

平成21年 10,444.0 2,611.0 2,088.8

平成22年 3,133.2 1,740.7 1,119.0

平成23年 5,222.0 5,222.0 2,611.0

平成24年 15,666.0 6,266.4 4,476.0

合  計 1,160.4 652.8 417.8

平成20年 61 24 85

平成21年 35 33 68

平成22年 48 48 96

平成23年 23 25 48

平成24年 23 16 39

合  計 190 146 336

市街化調整区域

合　　　計

転 用 用 途

市街化区域
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（５） 災害危険箇所の状況 

 

１） 土砂災害 

市街化区域内における土砂災害特別警戒区域・警戒区域の指定状況を以下の図に示します。 

本市では、平坦部が少ない地形から、山際まで市街化区域が設定されています。このため、

市街化区域内でも区域境界付近で、土砂災害特別警戒区域・警戒区域が指定されています。 

  

図 土砂災害特別警戒区域・警戒区域の指定状況 
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２） 水害 

市街化区域内において水害による浸水が想定されている区域の状況を以下の図に示し

ます。 

市街化区域内では、西舞鶴地区で浸水被害が想定されており、近年では、平成 25 年 9

月の台風 18号において家屋の浸水被害も発生しています。 

現在、京都府において、高野川の浸水対策の必要性も含めて「由良川水系・二級水系整

備計画」が検討されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） 津波 

津波災害警戒区域の指定については、現在京都府において検討が進められているも

のの、現時点では市内に指定区域は存在しません。 

  

図 浸水が想定されている区域の状況 
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（６） 住宅動向 

 

１） 居住専用住宅の着工棟数 

居住専用住宅着工棟数の推移を以下の図に示します。居住専用住宅の着工等数は年々減

少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：建築着工統計調査 

図 居住専用住宅の着工棟数の推移 

 

２） 居住専用住宅の着工面積 

居住専用住宅着工面積の推移を以下の図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：建築着工統計調査 

図 居住専用住宅の着工面積の推移  
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３） 居住専用住宅の１棟当たりの着工床面積 

居住専用住宅 1棟当たりの着工面積の推移を以下の図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：建築着工統計調査 

図 居住専用住宅１棟当たりの着工面積の推移 
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（７） 交通 

 

本市内の広域交通・道路ネットワークの状況および市内公共交通（バス）の状況を以下

に示します。 

市内には、ＪＲ西日本の主要な駅が２駅（東舞鶴駅、西舞鶴駅）存在し、京都方面等へ

の広域交通の要となっています。また、西舞鶴駅から宮津方面へは、京都丹後鉄道が通じ

ています。 

このほか、市内には高規格道路として舞鶴若狭自動車道及び綾部宮津道路が京阪神・北

陸・宮津方面に通じており、市内からは高速バスも運行されています。 

 

  

出典：第 1回舞鶴市公共交通ネットワーク会議資料 

図 広域交通・道路ネットワークの状況 
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市内のバスは、京都交通による路線バスが中心となっており、郊外部は自主運行バスが

カバーしています。東舞鶴駅と西舞鶴駅を含め、市中心部を循環する「東西循環線」は、

30分に 1便の頻度で運行しており、市域における基幹的な交通手段となっています。

出典：第 1回舞鶴市公共交通ネットワーク会議資料 

図 市内公共交通（バス）の状況 
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（８） 施設分布状況 

 

１） 交流機能 

東舞鶴地区では、駅や中心市街地から離れたところにコミュニティセンターや公民館が

立地しています。 

西舞鶴地区では、駅や中心市街地に近接してコミュニティセンターや公民館が複数立地

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名
コミュニティ

センター
公民館

大浦 － 1

東舞鶴 6 3

西舞鶴 4 2

加佐 － 1

図 交流機能の立地状況 

東公民館 

西公民館 
大宮会館 

南公民館 

城南会館 

西駅交流センター 

文化情報センタ－（西コミュニティセンター） 

  林業センター  

西市民プラザ 

中央公民館 

中コミュニティセンター 

男女共同参画センター（フレアス舞鶴） 

勤労者福祉センター 

舞鶴東コミュニティセンター 

舞鶴市政記念館 
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２） 行政機能 

東舞鶴地区に本庁、西舞鶴地区に西支所がそれぞれ立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

地区名 庁舎等
主な国や府

の行政機能

大浦 － －

東舞鶴 1 2

西舞鶴 1 5

加佐 1 －

図 行政機能の立地状況 

西支所 

本庁 
京都府中丹広域振興局 中総合会館 

舞鶴税務署 

舞鶴年金事務所 

ハローワーク舞鶴 

京都地方法務局 
舞鶴支局 

京都府中丹東保健所 
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３） 介護福祉機能 

保健施設（保健センター）、社会福祉施設のうち社会福祉協議会、障害者福祉施設（身

体障害者福祉センター、障害者総合支援センター）は、東舞鶴地区の中舞鶴エリアにのみ

立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

地区名 保険施設
社会福祉

施設

障害者福祉

施設

高齢者福祉

施設

大浦 － － － 4

東舞鶴 1 5 2 100

西舞鶴 － 1 － 75

加佐 － － － 14

図 介護福祉機能の立地状況 

保健センター 
社会福祉協議会 

身体障害者福祉センター 
障害者総合支援センター 
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４） 介護福祉機能（高齢者福祉施設） 

通所系、訪問系、小規模多機能系の高齢者福祉施設及び地域包括支援センターの分布を

みると、いずれも市街化区域一円に立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名 通所系 訪問系
小規模

多機能系

地域包括支

援センター

大浦 2 － 2 －

東舞鶴 29 65 6 4

西舞鶴 28 45 2 2

加佐 8 6 － 1

図 介護福祉機能（高齢者福祉施設）の立地状況 

倉梯・倉二・与保呂地域包括支

援センター 

中舞鶴地域包括支援センター 

城北地域包括支援センター 

新舞鶴・三笠地域包括支援

センター 
老人福祉センター文庫山学園 
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５） 子育て機能 

保育園、幼稚園は、市街化区域一円に立地しています。 

４か所の「子育てひろば」を始めとする子育て支援施設も、東西の中心市街地を中心に

立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名 保育園 幼稚園
子育て支援
施設

大浦 1 － －

東舞鶴 6 9 10

西舞鶴 7 4 2

加佐 2 － －

図 子育て機能の立地状況 

西乳児保育所 
⇒隣接する舞鶴幼稚園へ 

移転・集約予定 

子育て交流施設 あそびあむ 

まいづる子育て支援基幹センター 

子育てひろば  
よちよち広場 

子育てひろば  
さるなぁと 

子育てひろば  
ひまわり 

子育てひろば  
ほっと 
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６） 商業機能（スーパーマーケット） 

スーパーマーケット（食品を扱う店舗）は、概ね市街化区域一円に立地しているものの、

郊外部では立地していない地区も見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名
スーパー

マーケット

大浦 －

東舞鶴 11

西舞鶴 8

加佐 －

図 商業機能（スーパーマーケット）の立地状況 

ベルマートいいだ 

生鮮＆業務スーパー 

フレッシュバザール舞鶴 

フクヤ 

生鮮＆業務スーパー 

にしがき 

フクヤ 

エール 

フクヤ 

にしがき 

フクヤ 

にしがき 

梅垣酒店 

さとう 

にしがき 

生鮮＆業務スーパー 

三ツ丸ストア 
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７） 商業機能（大型商業施設） 

市街化区域周縁部でも、集客力のある大型商業施設が進出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名 大型商業施設

大浦 －

東舞鶴 7

西舞鶴 6

加佐 －

図 商業機能（大型商業施設）の立地状況 

旬工房ベルマートいいだ ミフネ家具 

ヤマダ電機テックランド舞鶴店 
ニトリ 

舞鶴港とれとれセンター 

さとう 西舞鶴駅前店 

バザールタウン舞鶴 

ジャパン舞鶴店 

フクヤ 白鳥店 

にしがき 東舞鶴店 

ケーズデンキ 東舞鶴店 

らぽーる 

100満ボルト舞鶴店 

アルペン舞鶴店 
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８） 医療機能 

東西の拠点に近接して、複数の総合病院が立地しているほか、診療所も多数立地してい

ます。 

郊外部では、病院・診療所が立地していない地区もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名 病院 診療所

大浦 － －

東舞鶴 5 21

西舞鶴 2 10

加佐 － 1

図 医療機能の立地状況 

国立病院機構舞鶴 
医療センター 

舞鶴共済病院 

舞鶴市民病院 

舞鶴赤十字病院 
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９） 金融機能 

金融機関（銀行、信用金庫、農協等）及び郵便局は、いずれも市街化区域一円に立地し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名 金融機関 郵便局

大浦 1 3

東舞鶴 11 12

西舞鶴 8 8

加佐 1 3

図 金融機能の立地状況 
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１０） 教育機能 

児童数の減少に伴い、これまでに４校の小学校と１校の中学校が閉校となっています。 

高等学校の他に、専門的な教育機関を多数有していますが、市街化区域周縁部の立地が

多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名 小学校 中学校 高等学校等 支援学校等 発達支援施設

大浦 1 － － － －

東舞鶴 8 4 4 1 2

西舞鶴 7 2 3 2 －

加佐 2 1 － － －

図 教育機能の立地状況 

西舞鶴高等学校 

日星高等学校 

ポリテクカレッジ京都 舞鶴 YMCA国際福祉専門学校 

東舞鶴高等学校浮島分校 

東舞鶴高等学校 

舞鶴工業高等専門学校 
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１１） 文化機能 

東舞鶴地区では、図書館や文化施設等が中心市街地からやや離れて立地しています。 

西舞鶴地区では、舞鶴市民会館の廃止に伴い、郷土資料館が西総合会館へ移転集約され

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区名 図書館 文化施設 博物館

大浦 － － 1

東舞鶴 3 1 1

西舞鶴 1 1 3

加佐 1 － －

図 文化機能の立地状況 

郷土資料館 

東図書館 

西図書館 

東図書館中分館 

東図書館南分館 

舞鶴市総合文化会館 
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（９） 公的不動産の状況 

 

 公的不動産（土地）の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市計画基礎調査を基に作成 

 

  

図 公的不動産（土地）の状況 
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 公的不動産（建物）の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公的不動産（建物）の状況 
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２． 舞鶴市におけるまちづくりの問題・課題 

 

（１） 都市構造の評価指標による評価 

 

１） 評価指標 

「都市構造の評価に関するハンドブック」（平成 26年 8月、国土交通省都市局都市計画

課）に示される都市構造の評価手法を参考として、本市の都市構造のコンパクトさを評価

しました。同ハンドブックにおいては、①生活利便性、②健康・福祉、③安全・安心、④

地域経済、⑤行政運営、⑥エネルギー／低炭素、の 6つの評価分野を対象として、評価軸

及び評価指標が示されています。評価手法の概要を次項に示します。 

評価指標は２種類ありますが、今回は、「主として、立地適正化計画等において、都市

機能を誘導する区域や居住を誘導する区域など目指すべき将来都市構造を具体的に検討

している都市、設定している都市における活用が想定される評価指標」を用いることとし

ました。 

なお、この指標では、都市規模別の平均値が示され、他都市との比較が可能となってい

ます。本市が属する都市規模（地方都市圏、10 万人以下）については、平均値が示され

ていない項目が多く、十分な比較検討が難しい状況にありますが、ここでは以下の項目に

ついて評価を行いました。 

 

① 日常生活サービスの徒歩圏充足率 

② 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（医療） 

③ 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（福祉） 

④ 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（商業） 

⑤ 公共交通沿線地域の人口密度 

⑥ 基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 
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出典：「都市構造の評価に関するハンドブック」（平成 26年 8月、国土交通省都市局都市計画課） 
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出典：「都市構造の評価に関するハンドブック」（平成 26年 8月、国土交通省都市局都市計画課） 
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２） 評価結果 

① 日常生活サービスの徒歩圏充足率 

日常生活サービスとは、医療、福祉、商業、基幹的公共交通の各サービスのこと

です。ここでは、そのすべてを徒歩圏（800m、ただしバス停は 300m）内で享受でき

る人口の割合を評価しました。 

現在の施設立地状況からみた日常生活サービスの徒歩圏充足率は、平成 22年およ

び将来においても全国平均より低くなっています。東舞鶴、西舞鶴各駅周辺および中

舞鶴地区の一部は日常生活サービスが受けられる地域となっていますが、市街化区域

の縁辺部などではカバーしきれていない地域が見られます。 

  

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

29.8 30.8 32.0 33.4

将来値

舞鶴市の評価値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

43 － (30)

図 日常生活サービスの徒歩圏充足率 

都市構造の評価指標による評価 

■日常生活サービスの徒歩圏充足率 

（単位：％） 
 

※医療施設、福祉施設、商業施設及び基幹的公共

交通路線を徒歩圏で享受できる市民の割合 

（徒歩圏：800ｍ、ただしバス停 300ｍ） 
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② 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（医療） 

生活サービス施設のうち、医療施設については、徒歩圏人口カバー率、利用圏平

均人口密度ともに全国平均よりも低くなっています。医療施設は東舞鶴、西舞鶴各地

区の中心市街地に集中していますが、それ以外の地域では立地がほとんど見られない

ため、徒歩圏人口カバー率は 6割程度となっています。 

  

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

60.7 62.4 63.4 64.4

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

85 － (76)

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

21.8 20.7 19.1 17.3

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

39 － (20)

図 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（医療） 

都市構造の評価指標による評価 

■生活サービスの徒歩圏人口カバー率（医療） 

（単位：％） 
※医療施設の徒歩圏（800ｍ）に居住する人口の 

総人口に占める比率 

 

■生活サービスの徒歩圏人口カバー率（医療） 

（単位：人/ha） 
※医療施設の徒歩圏（800ｍ）の区域における 

平均人口密度 
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③ 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（福祉） 

生活サービス施設のうち、福祉施設については、徒歩圏人口カバー率は全国平均

と同等、利用圏平均人口密度は全国平均よりも低くなっています。福祉施設は比較的

広範囲に立地していることから、徒歩圏人口カバー率は約 8割となっています。 

 

 

 

  

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

78.3 80.7 82.8 84.8

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

79 － (73)

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

14.6 13.9 12.9 11.9

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

38 － (19)

図 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（福祉） 

都市構造の評価指標による評価 

■生活サービスの徒歩圏人口カバー率（福祉） 

（単位：％） 
※福祉施設の徒歩圏（800ｍ）に居住する人口の 

総人口に占める比率 

 

■生活サービスの徒歩圏人口カバー率（福祉） 

（単位：人/ha） 
※福祉施設の徒歩圏（800ｍ）の区域における 

平均人口密度 
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④ 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（商業） 

生活サービス施設のうち、商業施設については、徒歩圏人口カバー率、利用圏平

均人口密度ともに全国平均よりも低くなっています。商業施設も東舞鶴、西舞鶴各地

区を中心に広く立地していますが、市街化区域の縁辺部などでカバーされていないエ

リアがあることから、徒歩圏人口カバー率は 6割強となっています。 

  

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

60.9 63.9 66.5 68.7

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

75 － (65)

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

23.6 22.9 21.6 20.0

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

42 － (24)

図 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率・利用圏平均人口密度（商業） 

都市構造の評価指標による評価 

■生活サービスの徒歩圏人口カバー率（商業） 

（単位：％） 
※商業施設の徒歩圏（800ｍ）に居住する人口の 

総人口に占める比率 

 

■生活サービスの徒歩圏人口カバー率（商業） 

（単位：人/ha） 
※商業施設の徒歩圏（800ｍ）の区域における 

平均人口密度 
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⑤ 公共交通沿線地域の人口密度 

公共交通沿線地域の人口密度は全国平均よりも低くなっています。これは、中心

市街地以外の山間部等にも鉄道駅やバス停が多数立地しているためであると考えら

れます。 

また、今後の人口減少に伴い、沿線人口密度も更に低下するものと考えられます。 

 

  

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

12.7 11.9 10.8 9.8

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

35 － (16)

図 公共交通沿線地域の人口密度 

都市構造の評価指標による評価 

■公共交通沿線地域の人口密度 

（単位：人/ha） 

※鉄道駅から半径 800ｍ、バス停から半径 300ｍの圏

域における平均人口密度 
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⑥ 基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 

JR舞鶴線及び京都交通株式会社による路線バスの東西循環線を基幹的公共交通路

線と想定すると、その徒歩圏人口カバー率は全国平均よりも低くなっています。 

東西循環線のバス停は東舞鶴・西舞鶴・中舞鶴地区のそれぞれ中心部に立地して

いますが、東舞鶴・西舞鶴地区の南部や市街化区域の縁辺部などは基幹的公共交通の

徒歩圏外となっており、現況の徒歩圏人口カバー率は 4割弱となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況値

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年

36.6 37.5 38.4 39.5

舞鶴市の評価値

将来値

全国平均値
10万人（30万人）以下

都市平均値

55 － (40)

図 基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 

都市構造の評価指標による評価 

■基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 

（単位：％） 

※基幹的公共交通路線の鉄道駅から半径 800ｍ、バス停から

半径 300ｍの圏域に居住する人口の総人口に占める比率 

・JR舞鶴線 

（東舞鶴→西舞鶴 27本/日、西舞鶴→東舞鶴28本/日） 

・京都交通株式会社によるバスの東西循環線 

（左右回り各28本/日） 
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１． 都市計画運用指針要件との比較 

 

居住誘導区域の設定にあたっては、「都市計画運用指針」に示される要件に基づき、居

住誘導区域に含まないこととされている区域等を除外したうえで、検討を行いました。 

以下に「都市計画運用指針」に示される要件と、本市の状況及び対応方針を整理します。 

 

表 居住誘導区域の設定要件と本市の状況及び対応方針(1/3) 

 
要件（都市計画運用指針） 本市の状況及び対応方針 

法律上、 

含まないこと

とされる区域 

市街化調整区域 

今後線引き見直しが予定されている

ことを踏まえ、見直し後の市街化調

整区域は除外する。 

災害危険区域 （建築基準法第 39

条第１項に規定する災害危険区域

のうち、同条第２項に規定に基づ

く条例により建築物の建築が禁止

されている区域 ※１） 

由良川流域において指定区域がある

が、市街化区域との重複はない。 

農用地区域（農振法）、農地・採草

放牧地（農地法） 
市街化区域との重複はない。 

特別地域（自然公園法） 市街化区域との重複はない。 

保安林（森林法） 

中舞鶴の一部の地域において、市街

化区域内に保安林があるため、この

区域は除外する。 

原生自然環境保全地域、特別地区

など（自然環境保全法） 
本市における指定はない。 

含まないこと 

とすべき区域 

(1/2) 

土砂災害特別警戒区域（レッドゾ

ーン） 
原則として除外する。 

津波災害特別警戒区域 指定なし（府で検討中）。 

災害危険区域（※１以外） 指定なし。 

地すべり防止区域 

原則として除外する。（土砂災害特別

警戒区域・土砂災害警戒区域で概ね

網羅されている。） 

 

  資料編-３ 居住誘導区域の設定に係る要件整理 
３章   
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表 居住誘導区域の設定要件と本市の状況及び対応方針(2/3) 

 要件（都市計画運用指針） 本市の状況及び対応方針 

含まないこと 

とすべき区域 

(2/2) 

急傾斜地崩壊危険区域 

原則として除外する。（土砂災害特別

警戒区域・土砂災害警戒区域で概ね

網羅されている。） 

災害リスク、

計画避難体制

の整備状況、

防災施設整備

状況等から判

断すべき区域  

土砂災害警戒区域（イエローゾー

ン） 

現況の土地利用状況及び土砂災害特

別警戒区域（レッドゾーン）との位

置関係を勘案し、除外を検討する。 

津波災害警戒区域 指定なし（府で検討中） 

浸水想定区域 

市街化区域内では、特に西舞鶴地区

の市街地で浸水被害が想定されてい

るものの、高野川沿川の浸水対策の

必要性も含め、京都府で「由良川水

系・二級水系整備計画」が検討され

ていることから、現況の土地利用や

都市機能立地状況等に鑑みて総合的

に判断し、居住誘導区域に含めるこ

ととする。 

都市洪水想定区域、都市浸水想定

区域 
指定なし。 

各種調査により判明した災害の発

生のおそれのある区域 
指定なし。 

慎重に判断を 

行うことが 

望ましい地域 

(1/2) 

工業専用地域、流通業務地区（法

令により住宅の建築が制限されて

いる区域）等法令により住宅の建

築が制限されている区域 

工業専用地域は除外する。 

流通業務地区は指定なし。 

特別用途地区、地区計画等のうち、

条例により住宅の建築が制限され

ている区域 

住居系の建築物が制限されている臨

港地区（港湾法）は除外する。 

工業系用途地域が定められているも

のの工場の移転により空地化が進展

し、引き続き居住の誘導を図るべき

ではないと市町村が判断する区域 

工業系用途は除外する。 
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表 居住誘導区域の設定要件と本市の状況及び対応方針(3/3) 

 

 

 要件（都市計画運用指針） 本市の状況及び対応方針 

慎重に判断を 

行うことが 

望ましい地域 

(2/2) 

過去に住宅地化を進めたものの居

住の集積が実現せず、空地等が散

在し、人口等の将来見通しから今

後は居住の誘導を図るべきではな

いと市町村が判断する区域 

舞鶴市立地適正化計画では、「舞鶴版

コンパクトシティ」の形成に向けて、

東西の鉄道駅を中心に居住や都市機

能が集積するまちづくりを目指し、

集積の中心となる「まちなか」にお

いて重点的な都市再生を進めてい

く。 

このため、居住誘導区域は『高密な

居住を維持したい「まちなか賑わい

ゾーン」にあって、特に人口減少が

予測され、重点的な居住誘導施策が

求められる区域（テコ入れを図るべ

き区域）』と位置付ける。 

留意事項 

今後、人口減少が見込まれる都市

においては、現在の市街化区域全

域をそのまま居住誘導区域として

設定するべきではなく、また、原

則として新たな開発予定地を居住

誘導区域として設定すべきではな

い。 

市町村の主要な中心部のみをその

区域とするのではなく、地域の歴

史や合併の経緯等にも十分留意し

て定めることが望ましい。 

市街地の周辺の農地のうち、生産緑

地地区など将来にわたり保全するこ

とが適当な農地については、居住誘

導区域に含めず、市民農園その他の

都市農業振興施策等との連携等によ

り、その保全を図ることが望ましい。 
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２． 東舞鶴地区における居住誘導区域の要件整理 

 

（１） 居住誘導区域から除外する区域 

 

１．の要件整理をふまえ、東舞鶴地区において居住誘導区域から除外する区域を以下の

図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 居住誘導区域に含まない区域（着色範囲） 

 

 

凡例
居住誘導区域に含まない区域

市街化調整区域
保安林
土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）
工業系用途または臨港地区
居住誘導区域
都市再生整備計画区域（旧中活区域）
市街化区域
行政区域界

凡例
居住誘導区域に含まない区域

市街化調整区域

保安林
土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）
工業系用途または臨港地区
居住誘導区域
都市再生整備計画区域（旧中活区域）

市街化区域
行政区域界

着色エリアは 

居住誘導区域から除外 
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（２） まちなか賑わいゾーン内の人口推移 

 

東舞鶴地区における駅を中心とする中心市街地（まちなか賑わいゾーン）内の人口推移

を以下の図に示します。駅北側を「特に人口減少が予測され、重点的な居住誘導施策が求

められる区域（テコ入れを図るべき区域）」として、居住誘導区域に設定します。 

 

  

図 人口推移（東舞鶴地区） 

北側：8,008 人 

南側：7,017 人 

北側：5,011 人 

南側：5,238 人 

北側：3,404 人 

南側：5,123 人 

過去（S55） 現在（H22） 

将来(Ｈ52) 

駅北側の特に人口減

少が著しいエリアを 

居住誘導区域に設定 
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３． 西舞鶴地区における居住誘導区域の要件整理 

 

（１） 居住誘導区域から除外する区域 

 

１．の要件整理をふまえ、西舞鶴地区において居住誘導区域から除外する区域を以下の

図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 居住誘導区域に含まない区域（着色範囲） 

  

凡例
居住誘導区域に含まない区域

市街化調整区域
保安林
土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）
工業系用途または臨港地区
居住誘導区域
都市再生整備計画区域（旧中活区域）
市街化区域
行政区域界

凡例
居住誘導区域に含まない区域

市街化調整区域
保安林
土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）
工業系用途または臨港地区
居住誘導区域
都市再生整備計画区域（旧中活区域）
市街化区域
行政区域界

着色エリアは 

居住誘導区域から除外 
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（２） まちなか賑わいゾーン内の人口推移 

 

西舞鶴地区における駅を中心とする中心市街地（まちなか賑わいゾーン）内の人口推移

を以下の図に示します。駅北側を「特に人口減少が予測され、重点的な居住誘導施策が求

められる区域（テコ入れを図るべき区域）」として、居住誘導区域に設定します。 

 

図 人口の推移（西舞鶴地区） 

北側：10,753 人 

南側：5,103 人 

北側：7,650 人 

南側：7,160 人 

北側：5,709 人 

南側：8,742 人 

過去（S55） 現在（H22） 

将来(Ｈ52) 

駅北側の特に人口減

少が著しいエリアを 

居住誘導区域に設定 


